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このハンドブックでは、女性活躍推進法の概要から 

行動計画策定までの流れ、女性活躍推進のメリット、 

壬生町の取り組みなどを解説します。 

  

職場環境における現状・課題を見つめ直し、 

男女ともいきいき活躍できる職場を 

目指しましょう。 
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●女性活躍推進法ってなに？ 
女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮・

活躍できる環境を整備し、女性の活躍を後押しすることを目的とす

る法律で、国や地方公共団体、事業主（従業員 101人以上）に、女

性の活躍推進に向けた行動計画の策定・公表や、女性の職業選択に

資する情報の公開を義務づけています。（令和 4 年４月改正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●法律制定の背景 
女性活躍推進法が成立する以前より、男女雇用機会均等法（1985

年）、育児休業法（1991年）、育児介護休業法（1995年）、次世代育

成支援対策推進法（2003年）が制定され、女性の就業者数は上昇し

ました。しかし、近年の日本の問題として少子高齢化や労働力不足

があげられるとともに、管理職に占める女性の割合は国際的にみて

低い水準に留まっています。 

女性のキャリア形成を支援しないと、真の意味での女性の社会進

出を促すことには繋がりづらいといえます。仕事面だけではなく、

仕事と家庭生活を両立するための支援をするために、女性活躍推進

法が制定されました。 
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◆女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供及びその活用と、 

 性別により固定的役割分担等反映した職場慣行が及ぼす影響への配慮が

行われること 

◆職場生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備により、 

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立を可能にすること 

◆女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべ

きこと 



 
 

●なぜ今、女性の活躍推進が必要？ 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆女性の就業希望者 
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日本は少子高齢化により、労働人口の大幅な減少から経済成長が鈍化

することが問題視されています。このような中で、働きたい女性が活躍

できる労働環境を整備することで、女性が働きやすい社会となり労働人

口減少を防ぐことができると考えられます。 

総務省「労働力調査」によると令和５年の女性労働力人口は 3,124

万人となっており、近年増加傾向となっております。そして、労働力

人口総数に占める女性割合は 45.1％と過去最高を更新しました。ま

た、かつては 30～40 代女性の労働人口が少ない状況でしたが、現在

は解消傾向にあります。 

しかしながら、令和５年度においては女性の非労働人口のうち、156

万人が就業を希望しているというデータもあります。 
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◆第一子出産前後の妻の就業変化 

■ 不詳 

■ 妊娠前から無職 

■ 出産退職 

■ 就業継続（育休なし） 

■ 就業継続（育休利用） 
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（※）（ ）内は出産前有職者を 100 として、出産後の継続就業者の割合を算出 

 

（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの 

（注２）上記グラフは、対象期間（例：2010～2014）中に出産した女性の就業変化を表している 

【備考】 

1.国立社会保障・人口問題研究所「第１6 回出生動向基本調査（夫婦調査）より作成 

出産退職 

23.6％（30.5％）（※） 

政府は、第一子出産前後の女性の継続就業率を令和７年度までに 70％

にすることを掲げています。2021年の調査では、出産前から働いていた

女性の約７割が第一子出産後も就業継続しています。出産を機に退職し

ている女性の理由として、「家事・育児に専念するため、自発的にやめ

た」「勤務時間が長い（残業など）・不規則など、時間的に両立が難しか

った」、「配偶者・パートナーの勤務地の問題や転勤で、仕事を続けるの

が難しかった」となっています。働きたいと思っている女性の希望や状

況に応じた柔軟な働き方が尊重される環境づくりが大切です。 

また、急速な人口減少による労働力不足に対応するためにも、長時間

労働を前提としたこれまでの働き方を見直すことに加え、性別に関係な

く、職業生活と家庭生活を両立させ、個性と能力を十分に発揮できる社

会の実現が重要です。 

出産後就業継続率 

53.8％（69.5％）（※） 

出産前有職 

77.4％（100％） 

子どもの出生年 



●女性活躍推進に向けた取り組みのメリットは？ 
 女性の活躍推進に向けた取り組みを行うことで、企業には以下の

ようなメリットがあると考えられています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほかにも、集団での意思決定の場に男性とは別の女性の視点が入

ることで組織的な視野が広まったり、変化に対する適応能力の向上

が期待されます。「商品の購買決定権は主に女性が持っている」と

いわれる今、女性の視点が女性の心を掴む商品づくりのために重要

視されており、また、男性の目線では気づきにくい問題の発見や改

善も期待されます。 
 

 

 

 

女性管理職の増加 

→社員のモチベーションアップ！ 

離職率の低下 多種多様な働き方の実現 人材不足の解消 

女性活躍推進に向けた取り組みを行う 

企業イメージの向上
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このように、女性の活躍推進に向けた取り組みを行うことで、 

企業にとってたくさんのプラスの効果があるといわれています！ 



 

 

 

●女性活躍推進のためにどんな取り組みをしたらいいの？ 
まずは、管理職や経営層の明確な意思表示からスタートしましょ

う！経営者自らが女性活躍推進を宣言し、女性活躍の要である 

“管理職の意識改革”を進めることで、女性活躍推進が具体的なも

のとなるのです。 

 

 

 

 

女性が働きやすい職場は、男性はもちろんのこと、多様な価値観や

ライフスタイルを望む社員にとっても働きやすい職場であり、優秀

な人材を惹きつける魅力ある職場といえるでしょう。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

～経営者のみなさんへ～ 
 女性活躍推進法を基にし、上記のような具体的な行動を盛り込ん

だ「一般事業主行動計画」を考えることから始めてみませんか？ 
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・経営層・管理職の意識改革と職場風土の改革 

・仕事と子育て・介護の両立に関する意識改革と両立支援制度の導入 

・男性も含めたワーク・ライフ・バランスの促進 

・育児休業や育児短時間勤務制度における導入 

・ライフステージに合ったキャリア形成の実現         など 

女性が働きやすい職場づくりを目指すことで、自然と多様な価値観

やライフスタイルを許容する働きやすい職場に近づきます。その結果

として、優秀な人材を惹きつける魅力ある職場になるでしょう。 

また、現在の少子高齢社会において、男女ともに仕事と介護を両立

することが必須です。そのため、職場環境を整備し、意識改革を進め

ていくことで従業員の介護離職を防ぐことにつながるのです。 



女性活躍推進法では、女性の活躍推進の取組を着実に前進させる

ため、女性労働者に対する活躍の推進に関する取組を実施するよう

努めることとされており、そのための行動計画を一般事業主行動計

画といいます。常時雇用する労働者の数が、101人以上の事業主に

対しては以下のことが義務付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の活躍に関する状況について、自社のホームページや厚生労

働省のウェブサイトにおいて公表することで、企業の意識の高さを

開示することに繋がり、就職活動中の学生や求職者が就職先を選択

するためのひとつの基準となることも考えられます。働いている会

社、あるいはこれから就職・転職先として考えている会社が、女性

の活躍推進やワーク・ライフ・バランス等についてどう考えている

かなど、企業の考え方を知ることができます。 

 

企業の規模に関わらず、女性の活躍を推進し 

10年後・20年後を見据え成長し続ける企業と 

なるために、できることから積極的に取り組んで 

みましょう！ 

 

 

１．自社の女性活躍の状況把握・課題分析 

２．数値目標を定めた行動計画の策定、社内通知、公表 

３．都道府県労働局への届け出 

４．女性の活躍に関する情報公表 
 

８ 

 



 

 

 

  

 

 

 

 
①課題に優先順位をつける 

②計画期間を決める 

③目標を決める 

 目標は可能な限り、定量的な数値目標としましょう。 

「令和○年までに育児休業取得率を男性○％、女性△％とする」等 

 

一般への公表：行動計画を策定したら策定の日からおおむね 

3か月以内その計画を一般に公開しましょう 

 

従業員への周知：行動計画を策定したら、策定の日からおおむね 

3か月以内にその計画を従業員へ周知しましょう 

★調査項目例 

・女性労働者の割合 

・男女の平均継続勤務年数の差異 

・妊娠・出産を機に退職する従業員がどれくらいいるか 

・女性管理職の割合 

・子育て中の従業員がどれくらいいるか 
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行動計画を策定したら、策定の日からおおむね３か月以内に、都道

府県労働局に届け出ます。 

 

 
行動計画に掲げた対策を実施し、目標を達成するために取り組みま

しょう。 

 

 

 

 

「行動計画策定支援ツール」とは、一般事業主が行動計画を策定

するにあたり、法律に基づき企業が実施する状況把握、課題分析に

ついて、支援するためのツールです。 状況把握や課題分析の方

法・手順を示した「策定支援マニュアル」と、マニュアルで示され

た手法により課題分析を行うために必要なデータの入力を支援する

「入力支援ツール」からなります。自社の状況にあった課題、行動

計画の目標や取組内容を設定する上でぜひご活用ください。 

 

厚生労働省ウェブサイト（女性活躍推進法特集ページ）からダウ

ンロードできます。 

ぜひ活用しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性活躍推進法特集ページ 
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「えるぼし」認定 「プラチナえるぼし」認定 

一般事業主行動計画の策定・届け

出を行った企業のうち、女性の活

躍推進に関する取組の実施状況が

優良である等の一定の要件を満た

した場合に認定 

 

えるぼし認定企業のうち、一般

事業主行動計画の目標達成や女

性の活躍推進に関する取組の実

施状況が特に優良である等の一

定の要件を満たした場合に認定 

 

 

認定を受けた企業は、厚生労働大臣が定める認定マーク「えるぼ

し」または「プラチナえるぼし」を商品や広告などに付すことがで

き、女性活躍推進企業であることを PRすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定取得のメリット 

・優秀な人材の確保や企業イメージの向上等につながる 

・公共調達で加点評価を受けることができ、有利になる場合が 

ある 

・プラチナえるぼし認定企業は、一般事業主行動計画の策定・ 

届け出が免除される 
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 近年、女性の労働力人口が増加傾向にあるものの、仕事と家庭の

両立が難しく、就業継続やキャリアアップを諦める女性も多くいま

す。結婚や出産で仕事を辞めてしまう人が多いこともあり、女性の

管理職が育たず、結果として女性が働きやすい職場環境の実現に繋

がりづらくなっている可能性もあります。また、労働力不足解消の

ための長時間労働の深刻化やワーク・ライフ・バランスが改善され

ないことにより、少子化がさらに進行していくという悪循環が生ず

る恐れも懸念されます。 

そこで、管理職が先頭に立ち女性活躍推進に関する取組を行うこ

とで、結婚や出産に伴う女性の離職が減り、働く女性の声がトップ

へ届きやすくより働きやすい環境の実現に繋がるという好循環に変

えることができるのです。 

 

〇ライフイベントに対応できる制度が整っている 

〇多様な働き方ができる 

〇休職後に復帰しやすい 

〇待遇・福利厚生が整っている 

〇ロールモデルがいる 

 

 

女性が働きやすい職場づくりの推進には、働く女性自身が、自発

的に声をあげ発信していくことも大切です。一人では声を上げづら

い人もいると思うので、日頃より同僚性を高めコミュニケーション

を密に取ることでお互いの悩みや困り感を共有しましょう。 
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 女性が存分に活躍できる環境を整え、同時に少子化問題も解決し

ていくには、男性の育児参加は必須です。その中で「男性社員の育

休取得率を高める」ことが有効です。男性社員の育休取得率が高ま

ることで、今後、優秀な人材を確保することが期待できます。必要

なのは、育休を取る本人の意識改革だけでなく、上司や同僚がその

必要性や企業としての方針を正しく認識し、「育休は男性も女性も

取るのが当たり前」という環境にもっていくことです。 
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◆男性の育児休業取得率 

日本の男性の育児休

業取得率が令和 5年

度は 30.1%に達し、

過去最高の伸び率を

記録しました。政府

は、2025年までに

50％、2030年まで

に 85％の目標を掲

げています。 

希望や状況に応じた柔軟な働き方ができれば、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に近づきます。積極的に男性も育休を取得し、お互いが

望ましい形で家事・育児を協力できれば、家庭生活も充実させること

ができるでしょう。また、充実した生活を送ることは仕事の効率性や

企画力の向上などを通じて男性が十分に能力を発揮することにつなが

ります。 

【備考】厚生労働省「雇用均等基本調査」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳しくは町公式 WEB サイト

をご覧ください  
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壬生町では、令和６年 9 月 26日に女性と

シニアのための就職活動個別相談会を開

催しました。結婚・出産・定年などで仕

事から離れたが働きたい方、ライフプラ

ンや職業選択で迷っている方等を対象に

開催しました。 

就職活動やライフプランなどのお悩み事

を共に考え、自信を持って就職活動に臨

めるようお手伝いをします。 

〇女性とシニアのための就職活動 個別相談会を開催しました 

壬生町では、女性活躍推進法に基づく行動計

画として「第 4 期壬生町特定事業主行動計画」

を策定しました。この計画は、男女ともに仕事

と子育てを両立することができ、職員がその能

力を十分に発揮できる職場環境を整備するこ

とで、住民サービスの向上に繋がることを目的

にしています。 

 計画期間は、令和２年 4月 1 日から令和７年

３月３１日までの 5年間です。 

男女ともに仕事と子育てを両立することがで

き、職員がその能力を十分に発揮できる職場

環境を整備することで、住民サービスの向上

に繋がることを目的にしています。 

〇第４期壬生町特定事業主行動計画を策定しました 

 



 

 

 

 

 

 

〇とちぎウーマンナビをご存知ですか 
「とちぎウーマンナビ」とは、とちぎのすべての女性のための活躍

応援ナビです。 合い言葉は「ONE-UP！WOMAN」 

「気分を上げたい時」「やる気をもらいたい時」「課題に行き詰まっ

た時」など、あなたの活躍をプッシュするたくさんの支援情報をお

届けします。 

 

〇とちぎ女性活躍応援団に登録しましょう 
 とちぎ女性活躍応援団は、知事をトップに、官民協働によるオー

ル栃木体制で、働き方改革や女性の活躍を推進するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応援団に参加し、「女性がいきいきと活躍できるとちぎ」の実現に向け、

一緒に働き方改革や女性の活躍に取り組んでいきましょう。 
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 登録企業等の名称や女性活躍に関する取組等をとちぎ 

ウーマンナビから配信できる 

 メルマガにより研修やイベントなど女性の活躍に関する 

情報を先取りできる 

 応援団の登録証及びミニのぼり旗を活用して、イメージ 

アップを図ることができる 

 ロゴマークを活用し、様々な用途で PR できる！ 

 栃木県信用保証協会 

      「健康・働き方応援保証“はつらつ”」を利用できる！ 
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